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原発被災まちなかにおける移住と場の関係

被災から 8 年の福島県南相馬市小高区を対象に
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This paper focus on newcomers to town center in nuclear disaster area, after evacuation order 

was lifted. The purpose of this study is to get suggestion in acceptance of migration and meaning 

of community place through clarifying how newcomers visit and settle this area and what kind of 

place or opportunity in town helped their migration and build relationships with local 

community. 

From survey about recovery of function of town, "communication space" made by various local 

people, and interview to newcomer especially live in downtown and commit community, there are 

possibilities that preparation of return and settlement progressed in transition period under 

evacuation order, and that communication space allow various newcomer to commit community 

actively and helped local and newcomer to make relationships each other. 
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1. 研究の背景と目的

1-1. 研究の背景

2011 年の東日本大震災、福島第一原発による

被災•長期避難を経た原発被災地域では避難指

示解除と帰還に向けた取り組みを進める考えの

下、 2014 年以降順次避難指示解除が進んでいる。

実際の地域では復興・廃炉事業従事者の流入や
支援者の移住、避難者の避難先への定着や通い

など地域への関わり方がより多様・複雑化して
いるが、帰還以外の実態は把握されておらず、

被災地域の状況を理解する一つの視点として注
目する意義があると考えられる。
特に、被災・避難に伴い大きく人口が減少し、

地域全体の復典や再生という観点から移住や関
係人口に注目する動きもあるが、実態について
把握する動きは乏しく、注視する必要がある。
また一方で、一般に災害はトレンドを加速さ
せるというが、生活拠点としての機能を失いつ
つあったこれらの地域の小市街地は復典局面に
おいて地域の中でどのような機能や価値をもっ
のか、災害の頻発するなかで注目すべき点だと
えられる。

-2. 研究の目的

これらの背景を踏まえ、帰還が進み地域に関
る主体の多様化が進む原発被災地域で、被災

地域の復興・姿勢という観点から①まちなかに

おける移住者の移住・居住環境へ至った経緯と

原発被災地への居住に対する考え、②地域の中

で移住者を受け入れるのに資した空間・機会が

現れた経緯や役割、移住者による活用のされ方

の二点を明らかにすることで、®被災地域への

移住の経緯と移住を支えた要因、⑧原発被災地

や長期避難地域という人口激減地域で、地域再

生という観点から移住者を受け入れるに資する

場や空間の意義、の二点について示唆を得るの

が本研究の目的である。

1-3. 対象地

福島第一原発から 20km 圏内に位置する福島

県南相馬市小高区まちなか（市街地）を対象と
する。 2011 年 4 月に警戒区域に指定、 2012 年
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4 月に区域再編により日中立ち入り可能に、そ
の後 2016 年 7 月に避難指示が解除された。南
相馬市は 2006 年に原町市、鹿島町、小高町が
合併した市で、うち原町区の一部と小嵩町全域
が避難指示を受けた。 2019 年 3 月末の仮設住宅
供与終了以降、居住人口は 3600 人前後（震災
前約 13,000 人）で推移している。

1 -4. 既往研究への位置づけ
原発被災地域についての既往研究では、避難
者の帰還や再居住、医療や福祉、生活環境とい
った地域の生活環境としての機能回復への着目
が中心だが、本研究では移住者という新たな居
住に着目している。また、移住に関する研究で
は、移住の要因やプロセス、その後の定着に重
要な要因、あるいは市街地への移住者の集積メ
カニズムなどを明らかにした研究がみられるが、
本研究では移住とその後の生活のなかで地域参
加を可能にした交流空間との関係性に着目して
いる。被災地域への移住についても、中越地震
の復興支援員制度や、復興支援を契機にした移
住者についての研究がみられるが、原発被災と
いう環境汚染や避難など被災による影響が長期
にわたる地域を対象にするとともに、支援者以
外の移住も含め、地域に積極的にかかわろうと
する移住者を扱う点が特徴である。

1 - 5. 用語の定義
本研究では、原発被災地域への居住者のうち、
震災時に居住せず避難指示解除後に転入した人
を移住者とし、着目する。特に震災以前に南相
馬意志に住民登録がなく現在小嵩区に住民登録
しているのは 382 人 (0~8 歳除く）である。

2. 原発被災地域における小高の位置づけ
原発被災・避難から復興に向けての町村によ
る状況の違いと小高区の特徴について整理する。

2 - 1. 被災町村と避難規模•その特徴
表 1 では、被災 12 市町村について、誓戒区域

再編が早かった順にその状況を整理した。

小裔区は、 2006 年の合併前までひとつの町だっ
たことを踏まえると、市町村域の一部とはいえ
避難人口規模は浪江町や富岡町に次いで大きい。
一方で、南相馬市としては避難指示区域外も
含まれるため、役所機能が市内に残り応急仮設
住宅が南相馬市内を中心に建設され、比較的近
距離に避難拠点を持ち避難生活を送る住民が多
かったと考えられる。
このように、小商区には他の沿岸町村と同規

模の避難でありながら、帰還困難区域が居住域
にほとんどかからず長期的な避難先が近接して
いたことが特徴だ。これより、居住できなくて
も周辺から小面区内に立ち入る、通うというこ
とへのハードルが比較的低かったと推察される。

2-2. 避難指示解除
避難指示解除について復興計画の中で 6 年後
以降と明言した町もあった一方、小高区では
2016 年にそれまでで最大規模かつ初めて居住
制限区域も含めて避難指示が解除された。小涵
区は 2012 年の警戒区域再編から 2016 年の避難
指示解除までの帰還が比較的長く、その間に帰
還の準備が行われていたと考えられる。

2-3. 市街地の復興状況
まちなかにあたる市街地の復典を整理する。
町域の大部分が帰還困難区域に指定された双葉
町・大熊町では元々中心部であった駅周辺も桶
還困難区域となり、「特定復興再生拠点区域」と
して避難指示解除と復興が目指されている。
2017 年に避難指示が解除され、町域に帰還困
難区域のかかる富岡町、浪江町ではかつての中
心市街地を中心に新市街地を建設しその地区を
復興拠点にしながら復典が目指されている。
福島第一原発より南に位置し早い段階で避雖
指示解除された楢葉町、広野町では廃炉や復興
事業従事者の地域への流入が目立ち、農地転用
を含んだ復興拠点整備においても彼らを対象と
した施設を配置している様子が見られる。
これに対し、小高区まちなかは市域の一地区

の中心部ということもあり、従来のまちなかに

表 1 被災 12 市町村の避難・避難指示解除状況と現況についての比較
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施設を埋め込むように復興拠点整備が行われた。

3. 小高区まちなかにおける機能・活動の再開

3-1. 小高区まちなかの成り立ち

小高は中世に相馬氏の居城となった小高城が

現在の小高神社周辺に立地したことに始まり、

その後江戸時代に中村藩により交通の要衝ごと

に周辺農村に対する在町としておかれた宿場町、

在郷町として町が始まった。陸前浜街道の宿場
町である町は現在の駅前通りに置かれ、これを

中心に市街地が徐々に拡大していた。

3-2. まちなかの機能・活動の回復

2012 年 4 月 16 日の警戒区域再編により、ま

ちなかは比較的線蘇が低く避難指示解除準備区
域となった。日中の立ち入りが可能になり、小

高消防署、駐在所の機能が再開した。 2013 年 4
月には小高区役所（全課）と合わせて銀行や郵

便局も営業を再開している。

また、相馬地方の伝統行事であり重要無形民

俗文化財である相馬野馬追は、 2012 年に立ち入

りが可能になると同年 7 月には小高神社での祭

事の実施も再開した。その他、正月のはしご乗

りや神楽、まちなかにおける商工会の祭りなど、

日中立入りの条件下で小高区内にて行事が再開

され、活動の再開、避難中でもまちなかに来る

きっかけづくりが行われていたといえる。

このように、小高区では避難指示下でも日中

の立入りが可能になってからは徐々にまちなか

の機能が回復されていた。特に、公的機能に加

え個人の商店や活動の再開も早い段階から行わ

れていたこと、神社での神事やお祭り等のイベ

ントが再開されたことは特筆できる。これらは

住民自らのニーズに応えていたとともに、地域

住民に小商に来るきっかけをもたらしていた。

3-4. 空間的変容

避難指示、長期避難による家屋の荒廃により、

特に宅地が広がり家屋が密集するまちなかでは
解体に伴う空閑地の発生、建替えに伴うセット

バックなどから市街地の低密化が起き、特に駅

前通りでは建て替えも含めて大きく街並みが変

化している。一方、その中では新たにできた空

地を利用して駐車場が確保され、まちなかに動

線が生まれている状況もある。

3 - 5. 小高区まちなかにおける地域自治組織

の変化「行政区」機能の回復
地域自治組織として「行政区」があり、まち

なかは 5 つ（一区～五区）に分かれていた。

まちなかの行政区は主に生活扶助の役割を担

っていたが、その機能の回復は各々の行政区に

よる。隣組や行政区費などの仕組みを現状に合

わせながら再編したり、区費の徴収により不在

避難者も加入する、災害区営住宅を内包する、

不在地主の土地にも声を掛けたうえで草刈りを
行う、など被災後特有の状況に対する対処も区

長を中心に対応がとられている。しかし、中断

させても不自由がなかったために区費や隣組と

いった従来の仕組み・負担の再開に対し消極的

な声も一部の行政区では生じている。
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ヽ高区まちなか（現況建物地図に交流空間、行政区界を重ねた）

4. 地域の交流空間と

それを形成したコミュ

ニティ

小蕎のまちなかでは、

盤災以前から駅前通り
の個人商店などで商売

に限らず立ち寄り話す

ような交流行為が生ま

れていた。 2012 年 4 月

の警戒区域再編以降、

店舗の再開や新規開業

のほかに、さまざまな
主体によって交流のた

めの空間の意図で提

供•利用される「交流

空間」がつくられた。

「交流空間」を通じた
情報の伝達やコミュニ
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表 2 交流空間の特徴
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ケーションが従前居住者間や早くから小高で活

動・居住した移住者との間で可能となった。こ

の動きに着目し、この交流空間が作られた経緯

や空間的特徴、運営の状況を整理する。

本研究では、避難指示解除前／解除後に整備、

公共による供与／民間主体による供与の視点で

整理し、 13 か所の交流空間について調査した。

この結果、①主体：まちなか出身の帰還者、

集落部出身の小高区住民、外部からの移住者な

どさまざまな主体により、②時期：誓戒区域再
編後の日中の活動のみ可能だった時期から交流

空間がつくられていた。また、③空間的特徴：

駅前通りに面し、かつての店舗の設えを継承し

た開口部や外部空間を含めた空間づくり、これ

らの設えと開館時間の明示や常駐による外部か

らの来訪者への入りやすさの担保、④機能や役

割：休憩やひとと会える場所となることで、交

流や情報交換の場となったこと、などが多くに

共通する特徴としてみられた。

5. 移住者を受け入れた南相馬市の住・職環境

移住者を受け入れた地域の背景に注目すると、

南相馬市での移住に関する施策においても小高

区の資源を利用しお試し移住の受け入れ、起業

型地域おこし協力隊の拠点としての位置づけな
どが行われ、市の中では原発被災を経て新たな

街づくりに関与出来うる地域としての位置づけ

がなされていた。

また、住宅取得については、特に借上げ応急

仮設住宅（みなし仮設）の運用期には原町など

でも賃貸住宅が高騰し、仮設住宅の目的外利用
も行われていたが現在は落ち着いた。小高区で

の低価格な賃貸住宅はあまり多くなく、また復

典事業の従事者などの業者による借り上げが行

われている場合も多い。

就業面でも相双地域の求人倍率は震災以降、

特に介護や建設などの人材不足分野で大きく、

仕事そのものは地域にもあったといえる。
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ただし、このように制度や環境を整える動き

があっても、必ずしも移住者に利用されている

わけではなく、直接移住を促すわけではない。

実際に移住している人の移住の実態を捉えるた

めにインタビュー調査を行った。

6. 移住者の移住の経緯と住環境

交流空間に特にかかわるまちなかへの移住者

10 名へのインタビュー等から、移住者の移住の

経緯や仕事・住宅の取得や地域とのかかわりに

ついて以下のようにまとめられる。

移住者が南相馬にかかわりはじめたきっかけ

は復興支援、あるいは仕事の募集や地域おこし

協力隊の募集と様々な状況がみられたが、実際

に移住を決めるきっかけには、それぞれの移住

者が自身の選択として移住をするよう後押しす

る要素があった。特に、「人」やまちの「文化や

風土」について着目しており、被災という背景

以上にこのような移住の誘因となる要素や地域

の魅力となっている要素があったと考えられる。

移住者は、大きく①移住までの仕事を継続し

ながら地域外から収入を得る、②移住前から持
っていたスキルを利用し地域内・周辺地域の中

から収入を得る、③新たな仕事を始め地域内か

ら収入を得るというケースが見られた。いずれ

の場合も一つの仕事だけではなく地域内での活
動などを並行して複数の収入源を持つ人が多い。

また、居住する住宅の入手については、多く
が戸建住宅への居住を希望し、知人・親戚経由、
あるいは空き家バンクを利用している人が多い。
特に南相馬へ移住後の住み替えの場合、知人を
経由し不動産市場には上がらない物件にもアク
セスできているケースがあり、その多くは南相
馬市内・周辺に居住する家主が管理した比較的
すぐに住める状態の住宅にアクセスできている
しかし、中には自身でクリーニングなどを行­
必要のある物件に居住したパターンもあった。；
今回のインタビュー対象者は中古一軒家に
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住する場合が多く、元々店舗付き住宅であった

ことや現在の少ない世帯人数という状況から、
住宅の一部を店舗や、元々あった設えを活用し

た活動の場や仕事場として活用するという動き

も見られた。中古戸建住宅の空間資源を引き継

ぎ活用する様子が多くみられる。

また、移住者も近隣コミュニティである行政

区とのかかわりは持っていたが、既にあるコミ

ュニティヘの要請に応じ参加しており、コミュ

ニティの機能が回復し行政区側から働きかけが

あれば参加しやすいが、そうでなければ「様子

見」する状況もみられた。まちなかという「隣

近所の付き合いの要請が比較的小さい地域」に

移住しているという意識もあり、周囲の様子を

見ながらそれに合わせている。しかし、「中古住

宅（土地）を個人的なやり取りの下で貸借して

いる」ことにより、家主との接点から地域との

かかわりに発展したり、その住宅を知るひとと

の何気ないやりとりが生まれるなど、震災前か

ら地域にあったものを通じてかかわりが生まれ

ている側面も見られた。

また、原発被災地域への移住という観点から

は、移住者自身が被災後比較的早い段階から小

高に関心を持っていた場合には自身で調ベリス

クの判断をしているが、後発になるほど「人が

住んでいるから」つまり帰還者がいることや多

くの生活機能が回復していることが決断の一因

となっている様子が見られた。

さらに自身の今後の居住志向について、定住、

多拠点居住の一拠点としての選択、あるいは漠

然とした居住継続志向をもっている。その中で、
地域に対しても「自分の住む町」として、機能

や人口面での充実よりもむしろまちの中の雰囲

気や、風土、町に暮らしている人が楽しく暮ら
せるような状態になれば、という前向き、かつ

地域への参加意識が感じられる考えが聞かれた。

7. 移住者の地域とのかかわり

移住者へのインタビューから、地域、それぞれ
の場（原発被災地域・南相馬市・小高区・まち
なか・交流空間）との関係を持っていたのかに
ついて整理、考察した。

移住者にとって、まちなかは「小嵩区の中心
性を持つ場所」としてとらえられ、「小高」とい
う地域の中心としての価値があること、一般的
な田舎移住よりも都市的な暮らしの行われるこ
によって居住選択されている。
地域の中心としてまちなかを見るとき、小高
いう地域について、大きく 5 つのとらえ方が

みられた。それは、①震災以前の町が持ってい

た文化や気風②震災以降の周辺地区との意識の

違い③震災後に新たに付加された価値④生活
域・人間関係をすでに構築した地域、⑤「事業
を行う場所としての」南相馬市の一部、という
特徴である。そして、交流空間があったことで

上記のとらえ方につながるようなキーパーソン

が生まれ、移住者たちが彼らに会うハードルが

低くなっていたことが推測される。

また、震災後から地域を見ている移住者は、

震災前から町が持っていた文化や気風、震災以

降に現れた周辺地域との意識の違いや、人、雰

囲気などの新たに発言した価値などの総体とし

て地域を捉えていた。その中で、まちなかは特
に集落部への経由地として、あるいはその「地

方だが機能面や交流空間が充実している」とい

う観点、あるいはコミュニティとしての寛容さ

に魅力を感じている様子も見られた。

また、交流空間の活用の面では、つながる場

としての利用から、役割を持った利用による場

の充実と交流、といった双方向的な関係性、ま

た移住者が交流空間を作る側に回るといった関

係性がみられ、それぞれの場所が複数の移住者

によって、それぞれの関係性を築きコミュニテ

ィとして充実してきていることが見えてきた。

8. 結論

8 -1. 考察

(1) 原発被災地への移住を可能にした一要因

各章で見てきた状況を踏まえると、警戒区域

再編後、避難指示解除前から帰還者が活動や交

流空間での交流などを帰還準備としてできたと

同時に、移住者も避難指示解除前から地元住民

との関係や地域への参加などが可能であり、帰

還準備期間が移住の準備期間としても機能して

いた。この条件によって、結果的に住めなくと

も住宅の管理が行われた場合もあり、小高に移
住者が居住することを可能にした要因の一つと
して強い意味を持ったと考えられる。

(2) 移住者にとっての交流空間の意義

震災後に新たに小高に暮らすようになった人
にとって、今回示したような交流空間が存在し

ていたことは以下の 3 つの意味を持っていたと

考えられる。それは①人の少なくなった小高で
まちにかかわろうとする人を受け入れる地元の

人と出会い受け止められる場所、すなわちまち

とかかわりをもつきっかけとして、②かかわろ
うとした人を受け入れるとともに、彼らの持つ
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スキルやこの町でやりたいことを実行に移すな
ど役割を持って主体的に地域にかかわれる空間
として、③移住者自身が交流空間を作る場合に
は、上記のような機能や移住者自身が活躍する
場をつくりつつ、町の変化に合わせて価値や機
能を継承できる受け皿として、という点である。
交流空間自体は、住民同士の交流や集まり、
ひとと会い休める場が欲しいといったニーズか
ら、来訪者まで含めたひとの交流や作業のでき
る場所としての提供を目的につくられていたが、
それが結果として、移住者といった地域とのか
かわりを作ろうとする人にとっても接触や主体
的なかかわりをもつきっかけの場所となってき
たとも推測することが出来る。

(3) 地域における交流空間の意義
最後に、地域における交流空間の意義として、
空間的意義・時間的意義の二つが考えられる。
まず空間的な意義としては、①まちなかに人の
気配を感じさせる仕掛けとして②コミュニティ
創出のきっかけの常設化・開放③複数・多様な
空間の発生により様々な人をつなぎ留める場所
としてという 3 つの意義が考えられる。

A. 空間的意義
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図 3 地域における交流空間の意纏

小高では警戒区域再編後から活動していた人
がいたが、それが交流空間のように常設される
ような空間として現れたことで、町に「人のい
る気配」が感じさせられるように生じた。そし
て、そのように常に誰かがいる場所が出来たこ
とで、来訪者や避難先から訪れる住民などが小
高という町を基にコミュニケーションをとるこ
とができた。さらにこの交流空間が複数・多種

にわたったことで、広い世代•関心を持つ人を
つなぎ留めることに寄与していた。
また、避難指示解除前からこれらの空間を基
にコミュニケーションをとることで、実際の地
域にかかわる人が継続的・主体的にかかわれる
ようになった、という時間的意義も考えられる。

8-2. 今後の地域・研究における課題
(1) 地域における課題
①「原発被災地」の居住•生活意識の継承やリ
スク認知
今回の調査では、特に避難指示解除後から小
高を訪れ移住した人には原発被災地域への移住
に対しあまり気にしないという方もいた。小高
まちなかは比較的線量が低く、除染もされたが
周辺地域では完全に放射能汚染の心配がないわ
けではない。環境が損なわれ、地域に居住する
うえでリスクなどを認識ことは必要である。地
域の価値を認め移住する人が増えることは好ま
しくもあるが、徒に移住を推進するのではなく
居住するうえでの地域の状況に対する理解やそ
の継承についても考える必要があるだろう。
②多世代の交流の場・居住域コミュニティ再生
かつてはまちなかでも行政区などの居住域を

基にしたコミュニティを通じ多世代の交流が生
まれていたが、空間やその中で生まれるコミュ
ニティは限定的になりがちである。移住者が行
政区に参加する様子も調査から見られたが、あ
くまで行政区がコミュニティとして参加を求め
るからこそ参加している面が大きいものの、行
政区のコミュニティとしての機能の回復には課
題も見られた。
交流空間が生まれても、低密化したまちの中
では偶発的に生じる交流は未だ多くなく、居住
域での見守りや多世代の交流の場としての機能
といった面で行政区という居住域によるコミュ
ニティの再生を助ける必要があると考えられる。

(2) 研究の課題
本研究の課題として、被災後 1 年から日中

立入りが出来た条件は環境汚染の問題を含め一
概に適応できず、特殊な状況を述べていること、
原発被災地域に対し移住推進をすべきかは放射
能リスクやそのリスク認知・継承などの観点カ
ら言及できないこと、限られた・偏りのあるt
象者に対するインタビュー調査であり、得ら
た示唆は可能性を示すに留まることの 3 点を止
げる。
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